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森林面積の割合（同様の面積の３県比較）

63.6%
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78.5%
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１ 概観 自然環境 

 

県土の８割が森林に覆われる、緑豊かな県土 

 

＜森林面積割合の高い都道府県＞      単位：k ㎡ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：「社会生活統計指標２０11(2000 年数値)」総務省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 名 総面積 森林面積 割合 

高 知 県 7,105 5,918 83.3% ① 

岐 阜 県 10,598 8,434 79.6% ② 

島 根 県 6,707 5,268 78.5% ③ 

山 梨 県 4,465 3,475 77.8% ④ 

奈 良 県 3,691 2,840 76.9% ⑤ 

全 国 377,873 244,904 64.8％ 平均

▽ 島根県の面積は、６，７０７ｋ㎡で全国１９位（国土の約１．８％） 

▽ 宍道湖・中海や、美しい海岸線など、豊かな自然環境に恵まれる 

▽ 「水と緑の森づくり税」を創設（H17.4～ ） 

   水を育む緑豊かな森を次世代に引き継ぐために活用 

（ ）内：県土総面積 
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市 町 村 合 併 の 状 況 

１ 概観 市町村合併の状況

 

平成２３年度に新たな合併（松江市は山陰最大、出雲市は３番目の規模に） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 明治２２年 ５月：２４９市町村（３市２８町２１８村） 
＜昭和の合併＞

▽ 昭和４５年 ４月： ５９市町村（８市４１町 １０村） 
＜平成の合併＞

▽ 平成１７年１０月： ２１市町村（８市１２町  １村） 
                                                     ＜新たな合併＞

▽ 平成 23 年 8,10 月：１９市町村（８市１０町  １村） 
 

▽ 松江市は、人口２０万人超（特例市要件）の山陰最大の市へ、出雲市も人
口１７万人の山陰３番目の市へ 

 

隠岐の島町

西ノ島町 

海士町 

知夫村 
浜田市

江津市

大田市 

益田市

吉賀町

津和野町 

邑南町 

美郷町 

川本町 

飯南町 

雲南市 

出雲市 

松江市 

安来市

奥出雲町

h
H23.8 東出雲町と合併 

H23.10 斐川町と合併 
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２ 人口 総人口・年齢３区分別人口 

 

老年人口の割合が高く、生産年齢人口が低い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：「国勢調査」総務省 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 老年人口と年少人口の割合は、Ｈ７年に逆転 

▽ H22 国勢調査でも人口減少が進む（717,397 人）約 3.3%減 
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▽ H22 国勢調査値で、約７１．7 万人（H17 比約２．5 万人減） 

▽ 平成２７年度には、約６９万人に減少見込み 

▽ 高齢化率は、27.1％（H17）→ 29.1％（H22）に 

高齢化率 ２７．１％ 

高齢化率 
２４．８％ 

資料出所：「国勢調査」総務省    資料出所：「都道府県別将来推計人口」厚生労働省 

高齢化率 

29.1% 

 

２ 人口 推計人口 

 

Ｈ２７年には、人口が約６８万人台に！？ 

 

 

  

高齢化率 

27.1% 
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▽ 県外への転出者、県内への転入者の両方とも減少傾向にあるが、近年、

転入者の減少傾向が大きくなっている 

▽ Ｈ４年から死亡数が出生数を上回る自然減が続き、増加傾向 

２ 人口 人口動態 

 

社会減、自然減ともに近年拡大傾向 

 
                      資料出所：「住民基本台帳人口移動報告」総務省 

          資料出所：「人口動態統計」厚生労働省 
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２ 人口 中山間地域 

 

高齢化が進行し、人口が減少した集落では社会的共同生活が困難化 

 

 

 

 
 

 

 

資料出所：島根県地域振興部 

                                      

 

 

 

 

 

 

 

▽ 人口が減少し高齢化が進行したいわゆる「小規模・高齢化集落」が散在 
 

▽ 美しい農村景観や県土の保全など、中山間地域が有する公益的機能の喪

失が危惧 

■中山間地域の人口・高齢化率の推移（H22.3 時点集計） 
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３ 所得・雇用 経済成長率

 

リーマン・ショック等により、経済はマイナスに 

 

 

 

 

※実質県（国）内総生産の対前年度増加率 

 

資料出所：「県民経済計算」島根県統計調査課 

「国民経済計算」内閣府 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 県経済は回復基調にあったが、リーマンショック等により、一転マイナ

ス成長へ 

▽ 近年回復基調にあったが、東日本大震災等により低迷 
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３ 所得・雇用 県内総生産

 

総生産額は、約２．４兆円で全国４５位（Ｈ２０年度） 

 

※（控除）帰属利子等：「金融業」の生産額には、「他産業」から支払われた利子が含まれているため、その利子分が二重計算と 

ならないように、一括して控除している。 

資料出所：「県民経済計算」島根県統計調査課 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 県内総生産は国内総生産（ＧＤＰ）の０．５％であるが、デンマークの

約１／１０、ニュージーランドの約１／４に相当 

▽ 建設業の生産額は減少傾向で、ピーク時の約２／３に 

▽ サービス業、政府サービスは増加傾向 

 

 

 



 9

３ 所得・雇用 産業構造

 

政府サービス、建設業のウェートが高い産業構造 

 
※（控除）帰属利子等：「金融業」の生産額には、「他産業」から支払われた利子が含まれているため、その利子分が二重計算と

ならないように、一括して控除している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：「県民経済計算」島根県統計調査課 

「国民経済計算」内閣府 

 

 

 

 

▽ 総生産額、就業者数のいずれにおいても、全国と比較して、農林水産業、

建設業、政府サービスのウェートが高い 

▽ 一方で、製造業のウェートが低い 
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３ 所得・雇用 住民所得の公的依存割合

 

住民所得は公的部門への依存度が高い 

 

 

住民所得（雇用者所得＋年金）の公的部門への依存度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：「H17,18 地域経済構造分析」島根県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 公的部門への依存度は 46.9％と、全国平均を約 10 ポイント上回る 

▽ 高齢化の進展もあり、所得のうち約 19％を年金に依存 

▽ 地域によって公的依存度に約 20 ポイントの差がある 

13.7

18.5 37.6

46.9

62.9

53.3

46.8

56.4

42.2

55.2

42.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

松江 出雲 雲南 大田 浜田 益田 隠岐 県合計 全国

（％）

建設業（公共事業） 公務 その他公的部門

年金 民間部門 公的部門計

 



 11

３ 所得・雇用 一人あたりの県民所得

 

一人あたり県民所得は全国平均の 8１.４％ 

 

 

資料出所：「県民経済計算」島根県統計調査課 

「国民経済計算」内閣府 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 一人あたり県民所得は平成３年度以降最も低い値（H20 年度） 

▽ Ｈ１３年度までは、全国との格差が縮小傾向 

▽ Ｈ１４年度からは、格差が拡大傾向 
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３ 所得・雇用 雇用①（有効求人倍率）

 

有効求人倍率は、H19 以降減少 

 

 

 

資料出所：「一般職業紹介状況」厚生労働省 

「島根の雇用情勢」島根労働局 

 

 

 

 

 

▽ 有効求人倍率は H19 以降再び減少 

▽ 地域によらず、全県的に有効求人倍率は低下 
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３ 所得・雇用 雇用②（県内就職率）

 

県内就職率は増加傾向だが、総数は減少 

 

 

 

 

 

資料出所：「学校基本調査結果報告書」島根県統計調査課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 高校生の県内就職率は、増加傾向。 

▽ 一方で総数は減少（H20：1,073 名、H21：1,029 名、H22：902 名） 

▽ 県内でも地域によって差があり、石見部が低い 

出雲地域 

県計 

隠岐地域 

石見地域 
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４ 産業  農林水産業①（産出額）

 

農林水産業産出額は減少傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜特色ある米の販売額の推移＞ 億円 ＜県産コシヒカリ指標価格の推移＞ 

資料出所：農林水産部 

資料出所：農林水産部 

 

▽ 農業産出額は、H2 年度と比べ 4 割減少。 
 

▽ 米価の下落等により、産出額に占める米の割合が低下したが、特色のある

米の販売額は増加した。 

農業産出額
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４ 産業 農林水産業②（担い手）

 

減少する農業就業人口及び高齢化する農業の担い手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※集落営農組織：集落など地縁的まとまりのある一定の地域内の農家が農業生産を共同して行う営農活動組織 

※特定農業法人：担い手の不足する地域において、農地を半分以上集積することを地域の人から認められた法人 

 

 

 

 

 

 

▽ 就業者のうち約４分の３が６５歳以上の高齢者 
 

▽ 地域農業の担い手として、集落営農組織や農業参入企業が順調に増加 
 

▽ 近年、新規就農者が増加。 

＜集落営農組織数等の推移＞ 

資料出所：農林水産省及び島根県農業経営課調査 

＜農業就業人口の推移＞

資料出所：「農林業センサス」 

＜新規就農者の推移＞ 
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４ 産業 製造業①（製造品出荷額）

 

製造品出荷額は約１兆円で推移、リーマンショック等で大幅減 

 

*1)電気機械等は電気機械、情報通信機械、電子部品・デバイスの合計 

    

※付加価値額：出荷額から原材料使用額と減価償却額を引いたもので、雇用者所得＋営業余剰に相当する。 

資料出所：「工業統計」経済産業省 

 

 

 

 

 

▽ 製造品出荷額は、Ｈ１６年から増加傾向であったが、リーマンショック

等により減少に 

▽ 製造品出荷額が最も大きいのは情報通信機械、次いで鉄鋼、電子部品 

▽ 付加価値額が最も大きいのは鉄鋼、次いで食料品、電子部品 
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４ 産業 製造業②（雇用者数）

 

製造業における雇用者数は減少傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜立地認定企業＞ 
（件） （人） 

増加
従業員数

認定
企業数 

▽ 従業者数は、５万人を割り込み、減少傾向 

▽ 一人あたり付加価値額は、Ｈ１６年から増加傾向にあったが、リーマン

ショック等でで減少 

▽ 雇用者数が最も多いのは食料品、次いで電子部品、鉄鋼 

▽ 企業立地に積極的に取組み H19 ～２２年度で５４件の立地計画を認定 
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４ 産業 観光

 

観光客入り込み延べ客数は、増加傾向、2,８００万人台に 

 

 

 

資料出所：「島根県観光動態調査結果」島根県観光振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 全体で２，８４０万人。出雲部が３分の２を占め、微増傾向。 

▽ 年間観光消費額は、１，２００億円程度（うち、県外からの宿泊客によ

るものは６２０億円程度）と推計される 

▽ 外国人観光客数は 2２,５００人程度 
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５ 生活 自然動態、合計特殊出生率

 

出生数は、５，７５６人（Ｈ２２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ Ｈ４年から死亡数が出生数を上回る自然減 

▽ 合計特殊出生率は、減少に歯止めがかかり増加傾向。 
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５ 生活 医療費、総死亡数とその内訳、介護給付費と自立高齢者の割合、後期高齢者の割合

 

増加を続ける医療費、介護給付費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 医療費は、年々増加し、２千億円を越える水準 

▽ Ｈ２３の総死亡者数の約６割は、がん、脳卒中、心臓病等の生活習慣病 

▽ 介護給付費は、５百億円をこえ、さらに増加 

▽ 高齢化の進展に伴う後期高齢者の増加により要介護者数は増加傾向 

資料出所：「介護保険事業状況報告書年報」厚生労働省 資料出所：「国勢調査」総務省 

資料出所：「人口動態統計」厚生労働省 資料出所：「国民医療費」厚生労働省 

＊岩手県・宮城県・福島県のみ確定値

総死亡数 

８８５４人 



 21

５ 生活 医師の分布

 

県内医師の７割が松江圏、出雲圏に集中 

資料出所：「医師、歯科医師、薬剤師調査」厚生労働省 

※医師数はＨ１５からＨ１９への常勤数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 人口当たり医師数は、県全体では全国１０位 

▽ 中山間地域、離島地域での医師不足が深刻 

▽ 特定診療科（産婦人科、小児科、麻酔科、精神科）の医師不足も深刻 
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５ 生活 刑法犯認知・検挙件数、交通事故発生件数

 

刑法犯認知件数、交通事故は減少傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 刑法犯認知件数はＨ１５をピークに減少傾向 

▽ 交通事故発生件数等は減少傾向にあるものの、高齢者の死者数が多い。 

資料出所：島根県警察本部捜査第１課

資料出所：島根県警察本部交通企画課 



 23

５ 生活       １日１人当たりのゴミ排出量、一般廃棄物リサイクル率、二酸化炭素排出量

 

進む循環型社会への取り組み 

 

  

 

 

 

 

 

▽ １人１日あたりのゴミ排出量は全国に比較して少なく、近年は減少傾向 

▽ リサイクル率は全国平均より高く推移 

▽ 二酸化炭素排出量は目標達成には届いていないが、ここ数年横ばい傾向 

資料出所：「一般廃棄物処理事業実態調査」環境省 

資料出所：「一般廃棄物処理事業実態調査」環境省 

資料出所：環境政策課調べ 
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５ 生活 主な公の施設

 

充実した公の施設 

 

 

 

 

 

                              資料出所：島根県総務部人事課調べ(H23.4 現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 指定管理者制度の導入により、サービスの向上と効率的な運営 

▽ 県民の様々な自主的活動の拠点 
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５ 生活 社会基盤（高速道路、国県道 等）

 

島根の高速道路は、今、やっと半分できたところ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

 

 

 

国県道の改良率（％）
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▽ 東西の車の移動時間は松江～益田間で３時間００分 

▽ 国県道改良率や汚水処理人口普及率も、全国との差はかなり縮まってきた

ものの、まだ遅れている 

（全国４１位） 
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＊全国は東日本大震災の影響のため、岩手県・宮城県・福島県を除いた値
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６ 教育・社会 児童生徒数の推移

 

児童生徒数が減少する一方、特別な支援を必要とする子は増加 

 

 

資料出所：「学校基本調査」文部科学省 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 児童生徒数は、Ｈ１０年からＨ２２年の１２年間で約２万６千人減少 

▽ 特別支援学級・学校の児童生徒数は、Ｈ１０年からＨ２２年の１２年間

で約７１０人増加 
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６ 教育・社会 ＮＰＯ法人数

 

活発化、多様化する NPO 法人 

                           ＊全国法人数は平成 23 年 7 月末現在 

活動分野 法人数 活動分野 法人数 活動分野 法人数

保健、医療、福祉 １５９ 地域安全 ３０ 科学技術 １８

社会教育 １１８ 人権、平和 ３５ 経済活動 ７１

まちづくり １５０ 国際協力 3８ 職業能力、雇用機会 ８３

文化、芸術、スポーツ ９６ 男女共同参画社会 ２５ 消費者保護 ２３

環境保全 ９９ 子どもの健全育成 １１２ 連絡、助言、援助 １３７

災害救援 ２１ 情報社会 ３５   

(注)一つの法人が複数の活動分野の活動を行う場合があるため、合計は法人総数と一致しない。 

資料出所：島根県ＮＰＯ活動推進室調べ 

 

 

 

 

 

 

▽ ＮＰＯ法人数は近年順調に増加 

▽ 活動内容も、介護や障がい者支援、子育て、地域づくりと多様 

▽ 都市部に限らず、中山間地域での活動も活発 
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７ 財政 島根県の予算規模

 

一般会計当初予算額は H13 年度をピークに 7 年連続減少後、若干増加 

 

島根県の予算規模の推移 

 

※当初予算額。ただし、当初予算が知事選挙を控えた「骨格予算」の場合は、６月補正後予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 財政 （上の 2 つのみ更新済） 歳入・歳出予算の状況、歳入・歳出の一般財源について

 

 

 

※当初予算額。ただし、H3,H7,H11,H15,H19 は６月補正後予算額。 

税収連動交付金：県税収入の一定割合を市町村に交付する自動車取得税交付金、利子割交付金などの税交付金及び都道府県相

互間で消費に関連する基準に基づき清算を行う地方消費税清算金。 

一般的歳出とは、本資料では、一般会計から「公債費」と「税収連動交付金等」を除いたものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 一般会計当初予算額は、H13 年度の 6,652 億円から 23 年度は 5,322

億円へと 20％、1,330 億円の減額となっており、H7 年度を下回る規

模まで縮小 

▽ 県民サービスに係る経費である「一般的歳出」は、H11 年度の 5,685

億円から 4,228 億円へと 26%、1,457 億円もの減額となり、H3 年

度と同水準 
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７ 財政 歳入・歳出予算の状況、歳入・歳出の一般財源について

 

歳入の多くを国庫支出金や地方交付税に依存 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 歳入のうち「自主財源」は 37％、特に県税は 579 億円でわずか 11％ 

▽ 歳出は、義務的な経費が 58％を占め、任意性の高い経費は 42％ 

▽ 使途が特定されない「一般財源」の 68％は地方交付税 

▽ 一般財源の 84％は職員給与費、公債費、扶助費などの義務的経費 

歳入歳出総額：５，３２２億円 

一般財源総額：３，２３９億円

歳入 歳出 

歳入 歳出 

※平成 23年度当初予算 
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７ 財政 県税収入と地方交付税

 

伸び悩む県税収入と減額する地方交付税 

 

 

 

※県税・・・Ｈ元年度～Ｈ２１年度は決算額。Ｈ２２年度は２月補正後予算額。H２３年は当初予算額。 

※交付税・・・H 元年度～H２１年度は決定額。H２２年度は２月補正後予算額。H２３年度は当初予算額。 

H１３年度より臨時財政対策債が含まれる。 

※臨時財政対策債・・・地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる特例として発行される地方債。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ 県税収入は、H10 年度の 775 億円をピークに H23 年度は 579 億円と

25％、196 億円の減 

▽ 地方交付税は、Ｈ１５年度の 2,352 億円と比べて、Ｈ２３年度は 2,196

億円と７％、１５６億円減額する見込み 
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７ 財政 普通建設事業費

 

縮小する普通建設事業費 

 
※普通建設事業費：道路などの公共事業費と大学などの県立施設整備費を合計したもの 

※Ｈ元年度～Ｈ22 年度は最終予算額。Ｈ23 年度は当初予算額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽ Ｈ２３年度はピークのＨ１０年度の 3,386 億円から約７０％、2,343 億

円の減額 
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７ 財政 地方債残高と財政調整基金

 

１兆円近い地方債残高 

 
 

 

 

 

 

 

 

▽ 地方債残高は、Ｈ１５に１兆円を超え、この水準で推移 

▽ 基金の残高はＨ２３年度にはピーク時の約１０%の規模に縮小 

※基金とは、大規模事業等基金、減債基金、財政調整基金の合計。 

(注 1)H 13～H21 は決算額、H22 は 2月補正後予算額、H23 は当初予算額。 

(注 2)臨時財政対策債とは、地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる特例として発

行される地方債。地方交付税の振替であり元利償還金については、後年度に全額交付税措置。


